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�愛媛県告示第５８６号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８８条の規定により、次の

とおり一部事務組合の解散の届出があった。

平成２０年４月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 組合の名称

中予広域水道企業団

２ 組合の事務所の位置

松山市二番町４丁目７－２

３ 組合の解散年月日

平成２０年３月３１日

�愛媛県告示第５８７号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により、次のように医師の指定をした。

平成２０年４月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５８８号
身体障害者福祉法施行令（昭和２５年政令第７８号）第３条第２項の規定により、次のように指定医師の辞退の届出があった。

平成２０年４月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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告 示

診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 指定年月日

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 市立八幡浜総合病院 兒 玉 祥 八幡浜市大平１番耕地６３８ 平成
２０年４月１日

〃 〃 〃 坂 上 秀 樹 〃 〃

〃 内 科 加 藤 医 院 加 藤 豊 雄 新居浜市松原町１２－４４ 〃

肢体不自由・心臓・呼吸器機能
障害 〃 西予市立宇和病院 濱 上 智 子 西予市宇和町卯之町１－２４６－１ 〃

肢体不自由・心臓・腎臓・呼吸
器・小腸機能障害 〃

社会福祉法人恩賜財
団済生会今治第二病
院

田 丸 正 明 今治市北日吉町１－７－４３ 〃

聴覚・平衡・音声・言語・そし
ゃく機能障害 耳鼻咽喉科 愛媛大学医学部附属

病院 澤 井 尚 樹 東温市志津川 〃

〃 〃 〃 眞 田 朋 昌 〃 〃

診断した身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 辞退年月日

視 覚 障 害 眼 科 愛媛大学医学部附属
病院 成 岡 純 二 東温市志津川 平成

２０年３月２４日

毎週（火・金）曜日発行 第１９５４号 平成２０年４月１１日

平成２０年４月１１日金曜日 第１９５４号

愛 媛 県 報

４４２
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�愛媛県告示第５９２号
介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第３条第１項第２号

の規定により、次のとおり介護員養成研修事業者を指定した。

平成２０年４月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第５９３号
次の地籍調査の成果は、国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第

１９条第２項の規定に基づき国土調査の成果として認証したから、同

条第４項の規定に基づき次のとおり公告する。

平成２０年４月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 地籍調査の実施者、地域、調査期間及び成果の名称

実施者 地 域 調 査 期 間 成果の名称

八幡浜市 日土町７番耕地

の一部、８番耕

地の一部

平成１８年度から

平成１９年度まで

八幡浜市の

地籍図及び地籍簿

�愛媛県告示第５８９号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障害福祉サービス事業者を指定した。

平成２０年４月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５９０号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障害福祉サービス事業者を指定した。

平成２０年４月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５９１号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自立支援医療機関を指定した。

平成２０年４月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

聴覚・平衡・音声・言語・そし
ゃく機能障害 耳鼻咽喉科 〃 兵 頭 政 光 〃 平成

２０年３月２６日

〃 〃 〃 前 谷 俊 樹 〃 〃

〃 〃 〃 西 田 直 哉 〃 〃

〃 〃 〃 菰 渕 勇 人 〃 〃

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８２０７００１６３ ＮＰＯ法人すたぁと 大洲市若宮６２５番地４ 花 見 美 枝 共同生活援助 グループホームのぞみ 大洲市中村２５７番地１ 平成２０年
４月１日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０１０１２４０ 社会福祉法人親和園 松山市中野町甲５８９番
地 五 島 昌 明 就労移行支援 ワークハウス久谷 松山市東方町２３４６番地

８５
平成２０年
４月１日

３８１０１０１２４０ 社会福祉法人親和園 松山市中野町甲５８９番
地 五 島 昌 明 就労継続支援

Ｂ型 ワークハウス久谷 松山市東方町２３４６番地
８５

平成２０年
４月１日

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

旭川荘南愛媛病院 北宇和郡鬼北町永野市１６０７ 社会福祉法人旭川荘
整形外科に関する
医療（育成医療・
更生医療）

平成２０年
４月１日

介護員養成研修事業者
の名称又は氏名

介護員養成研修事業者
の所在地又は住所 研修の課程 指 定

年 月 日

株式会社クロス・サー
ビス

愛媛県松山市来住町１４
５８番地４

介護全般に
関する介護
職員基礎研
修課程

平成２０年
３月２５日

愛 媛 県 報平成２０年４月１１日 第１９５４号

４４３
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東温市 山之内の１６、１７ 平成１７年度から

平成１９年度まで

東温市の

地籍図及び地籍簿

２ 認証年月日

平成２０年４月１１日

�������
�愛媛県告示第５９４号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項について準用する場合を含む。）の規定に基

づき、瀬戸内海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は

起業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成２０年４月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成２０年４月１１日から４月２５日まで

�������
�愛媛県告示第５９５号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第２項の規定に基づき、独立行政法人都市再生機構今治都市開

発事務所長から次のとおり公共測量が終了した旨の通知があった。

平成２０年４月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 作業種類 公共測量（３級基準点測量）

２ 作業期間 平成１９年８月１４日から

平成２０年３月１７日まで

３ 作業地域 今治市

�������
�愛媛県告示第５９６号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第２項の規定に基づき、独立行政法人都市再生機構今治都市開

発事務所長から次のとおり公共測量が終了した旨の通知があった。

平成２０年４月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 作業種類 公共測量（３級基準点測量）

２ 作業期間 平成１９年８月２４日から

平成２０年３月１７日まで

３ 作業地域 今治市

�������
�愛媛県告示第５９７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

道後平野土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２０年４月１１日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要

�愛媛県告示第５９８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２０年４月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５９９号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２０年４月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１９松局建（開）第６６号

平成２０年３月２７日
伊予郡松前町大字中川原字永田８５８番３

松山市余戸南五丁目１５番２０号

ＰＲＩＭＥ余戸進和４０３号

本 田 誠

１９松局建（開）第６７号

平成２０年３月２７日
伊予郡松前町大字上高柳字四反地４５３番５

松山市古川西三丁目９番３７号

� 市 優 子

１９松局建（開）第６８号

平成２０年３月２７日
伊予郡松前町大字筒井字銀杏５２４番１及び５２５番１

松山市来住町１３４４番地１

株式会社ジョー・コーポレーション

代表執行役 中 岡 大 起

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２０中局建（開）第１号

平成２０年４月２日
伊予郡松前町大字西古泉字玉垣５４８番３

伊予郡松前町大字西古泉５４８番地３

松 原 望

２０中局建（開）第２号

平成２０年４月２日
伊予市上三谷字堤池下甲４２８番１

伊予市上三谷甲４１１番地２

福 永 一 哉

愛 媛 県 報平成２０年４月１１日 第１９５４号

４４４



公 告

監 査 公 表

�愛媛県告示第６００号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、大洲市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助土地

改良事業（かんがい排水）・予子林地区）の施行に平成２０年４月３

日同意した。

平成２０年４月１１日

愛媛県南予地方局長 渡 部 敏 夫

�������
�愛媛県告示第６０１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、内子町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土地

改良事業（かんがい排水）・駄場地区）の施行に平成２０年４月３日

同意した。

平成２０年４月１１日

愛媛県南予地方局長 渡 部 敏 夫

�������
�愛媛県告示第６０２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、内子町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土地

改良事業（かんがい排水）・上川中区地区）の施行に平成２０年４月

３日同意した。

平成２０年４月１１日

愛媛県南予地方局長 渡 部 敏 夫

�������
�愛媛県告示第６０３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、内子町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土地

改良事業（農道）・北浦地区）の施行に平成２０年４月３日同意した。

平成２０年４月１１日

愛媛県南予地方局長 渡 部 敏 夫

�公 告

争議行為の通知の公表について

全国一般愛媛統一労働組合執行委員長大野久から次のとおり争議

行為を行う旨の通知が平成２０年３月３１日あったので公表する。

平成２０年４月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 事件 平成２０年度賃金引き上げ、その他に関する事項

２ 日時 平成２０年４月１４日正午より本問題が解決に至る間

３ 場所 財団法人正光会今治病院

（今治市高市甲７８６の１３）

財団法人正光会宇和島病院

（宇和島市柿原１２８０番地）

４ 概要 前記記載の場所において、あらゆる形の争議行為を単独

又は併用して実施する。

�公表第１１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２０年４月１１日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 田 中 多佳子

同 明 比 昭 治

�������
�公表第１２号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２０年４月１１日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 田 中 多佳子

同 明 比 昭 治

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

私 学 文 書 課 平成１９年１０月１５日

廃 棄 物 対 策 課 平成１９年１０月１８日

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 児 童 相 談 所 平成１９年５月２９日

（監査の結果）

児童福祉施設入所措置費負担金については、納期限内の収入確保に努

めるとともに、滞納繰越額の縮減に一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 分 滞納繰越分 計

１８年度 １，３９５，８１０ ６，５０４，４７０ ７，９００，２８０
平成１９年２月
２８日現在（対
前年同月比）

１７年度 ２，３１５，１６４ ６，９５６，０８０ ９，２７１，２４４

差引増減 △９１９，３５４ △４５１，６１０ △１，３７０，９６４

（措置の内容）

児童福祉施設入所措置費負担金については、保護者等に対して、措置

の際に負担金の制度を十分に説明するなどして、適期収入に努めた。

また、滞納となったものについては、督促状、催告書の送付、電話催

告を実施するとともに、徴収会議を四半期毎に年４回開催し、未納者の

状況把握と徴収可能な債務者の選別を実施、重点的な納入催告に努めた。

今後とも、負担金の適期収入に留意するとともに、滞納繰越分につい

ては、保護者との連絡を密にし、効果的な督促を行い、収入の確保に努

めたい。

区分

収入未済額（円）

平成１９年２月２８
日現在

平成１９年度への
繰越額（平成１８
年度末現在）

平成２０年２月２９
日現在

平成１８年度分 １，３９５，８１０ １，３６７，９００ １，２１６，７００

滞納繰越分 ６，５０４，４７０ ５，９３１，８４０ ４，８００，５８０

計 � ７，９００，２８０ ７，２９９，７４０ ６，０１７，２８０

平成１９年度分� － － ７４３，４１０

合計（�＋�） ７，９００，２８０ ７，２９９，７４０ ６，７６０，６９０
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（監査の結果）

１ 私立学校運営費補助金について、補助金の算定根拠となる園児数の

確認が不十分であったため、過大に交付していた。 （私学文書課）

２ 代執行費用徴収金については、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 収入未済額（円） 備 考

１７年度 ６１，４０４，９９９

計 ６１，４０４，９９９

（廃棄物対策課）

（措置の内容）

１ 過大交付していた私立学校運営費補助金２３１，５３３円については、平

成２０年２月２５日に該当幼稚園から返還があった。なお、平成１９年１２月

７日には、私立幼稚園を対象とした補助制度の説明会を開催し、園児

数の正確な報告等について指導したところであるが、今後とも、園児

数の確認を十分行うことにより、補助金の適正な執行に努めたい。

（私学文書課）

２ 代執行費用については、責任があると認められる者に対して請求を

行い、資力のある者から回収に努めているところである。平成１９年度

においても、新たに１，４３０千円を徴収した結果、収入未済額は、平成

２０年３月６日現在で５９，９７４，９９９円に減少している。

今後とも、引き続き、適切な債権管理と早期回収に努めたい。

（廃棄物対策課（現所管：循環型社会推進課））

平成２０年４月１１日 発行
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